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させる要因を検討するとともに, 自殺予防教育に関する講義 ・研修が教員の実践動機に与える効果を検討し, 
の実施前に行う効果的な研修の在り方について考察することである。 調査1 では, 県教育委員会の指導主事
35名を対象として意識調査が行われ, K J 法による分類の結果, 「イメージ」 「必要性」 「効力感」 「不安感」 の自殺予防教
育実践動機に係る4 要素 (以下, 4 要素とする) が示された。 調査2 では, 教員及び教職課程に属する学生65名を対象と
して, 自殺予防教育に係る講義の前後における4 要素の変化が調査された。 結果, 4 要素全てにおいて講義後にポジティ
ブな変化が見られた。 これらよ り, 自殺予防教育の実施前に 4 要素に関する内容を加味した研修を実施することによって, 
実践動機が高まることが期待できると考えられる。 
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なっている (内閣府 , 
高校の教師の 5 人に 1 
2016)。上地(2003) は, 中学・ 
人は生従の白殺に, 3 
生徒の自殺未遂に遭遇していると述べており










































中で中学生 ・ 高校生を対象と した授業例である「自殺予
防教育プロ グラム」を示している。 これは, Figure 1 の
ピラミ ッ ドの頂点にあたる狭義の自殺予防教育 (以下 , 









(文部科学省 (2014) 「子供に伝えたい自殺予防」 より
Figure 1 「自殺予防教育」の構造
*兵庫教育大学発達心理臨床研究センター 客員教員
* * 兵庫教育大学大学院教育実践高度化専攻生徒指導実践開発コース 教授
* * *兵庫教育大学大学院人間発達教育専攻学校心理 ・ 学校健康教育 ・ 発達支援コース 教授
平成29年 6 月28 日受理




教育プロ グラム」(以下, 本プロ グラムとする) を作成
した (宮垣ら, 2017)。 本プログラムは中学校及び高等
学校を対象と しており, それぞれ3sTEPの授業案から
構成されている。 自殺そのものを扱う のではなく, 白他
の辛い気持ちに早く気付く ことのできる力 「早期の問題
認識 (心の健康)」 と, 相談や支援を積極的に求める態
度 「援助希求的態度」 を体験的に育むことをねらいと し
ており, 多く の学校が利用しやすいものと して提供して
いる。 しかし, 学校現場での児童生徒の自殺予防の取組
は必ずしも進んでいない現状があると考えられ, その背
景には, 子どもの自殺の実態が知られていないこ とや, 
自殺に至る過程や要因が複雑で捉えにく いために理解が
進んでいないこ とがあると推測される(粕谷 , 2015)。 















要因を検討し, 調査 2 の項日を作成する。次に, 小 ・ 中 ・ 
高等学校の教員及び教員を目指す学生に対して自殺予防









ト を実施した。 対象は, 元教員であり現在教員を指導す
る立場にある県教育委員会指導主事35名を対象とし, 平
成29年 4 月下句に実施。 アンケートは無記名で, 提出は
任意と し, 提出者がわからないように提出箱を設けて回
収した。 回答を得られた23名を分析対象とし, 自殺予防
の下地づく りとなる授業の作成 ・ 実施経験のある指導主
事 1 名, 臨床心理学及び学校心理学等を専門とする大学
教員 2 名 , 本プログラムの作成に関わった指導主事2 名
で, 記述内容をもとにK J 法による分類を実施し
(3)結果
た (、 
K J 法による分類を実施した結果, 「子どもを相手に
自殺予防を教える際に, 具体的にどう したらいいかわか
らない」 という よう な 「イメージ」, 「大切なことであり, 
実施するべきことだ」 という ような 「必要性」, 「実践す
るのが難しい」 という よう な 「効力感」, 「自殺を助長す
るのではないか」 という よう な 「不安感」 の4 つに大別
され, 「効力感」 は 「授業」 「事前の個別対応」 「事後の
個別対応」 に, 「不安感」 は 「寝た子を起こす」 「生徒の
受け止め方」 「教員の受け止め方」 にそれぞれ下位分類
された (Table t )。
(4)考察
大別された4 つを意見の数の多い順で並べると, 「効
力感(30)」 「不安感(20)」 「必要性(15)」 「イメージ(11)」
となった。 学校で自殺予防教育を実施するとなったとき
に懸念されることと して, まずは教員自身が授業をうま
く やれるのか, 配慮を要する生徒の事前のスクリ ーニン
Table 1 調査 1 におけるK J 法による分類結果
分類 l 
イメージ
具 、的にどうしていいか; つ らない 




生命につながるような; 蒙々な 牛決するために有効 
:「iiを考えたときに、 L1二 米 止めになりうるのか 
効力感 
授業 石_するのが実 住しい 教える・ 則に知識やi 経験、スキルがないとうまくいかない 
事前の個別対応 リスクの高い生; 走の・ :巴握は十分でない可 t二生 身近な存在を自殺で失った児童生; 走への配慮がどこまでできるか 
事後の個別対応 ll んでいる人からの話を 
ヨE いた :の対処方法 
、 l:l、過 、ll に反応する生; 徒が出た場合の -応 
不安感 
寝た子を起こす 自; ,「し又を助長するのではないか 
,「'又に興ll; ・ 心をl 包<児童生走が現れること 
生徒の受け止め方 実感を' '; って;E 又りi むのだろうか 自; i した人々に対するイメージを子ども達がどう '二l 二つか 
教員の受け止め方 「 自









を扱う ことへの 「不安感」 に対する意見も多かった。 教
員にとってこれらの4 つが自殺予防教育の実践動機に影







兵庫教育大学の大学院生65 名 ( 教職課程に属する学生
44名 (非現職) , 長期研修派遣制度による教員21名 (現
職) ) に対して, 自殺予防に関する講義を実施。 講義の
1週間前 (pre) 及び講義実施直後 (post) に意識調査を




査項日は, 「あなたが自殺予防教育をすると したら, ど
のよう に感じますか」 という問いに, (1) 「4 : 必要だ
と思う」~ 「1 : 必要だと思わない」, (2) 「4 : 不安
だ」~ 「1 : 不安でない」, 自殺予防教育の授業内容に
ついて(3) 「4 : イ メ ージできる」~ 「1 : イ メ ージで
きない」, 自殺予防教育の授業を(4) 「4 : できそう だ」
~ 「1 : できそうにない」 とし, これら4 つの調査項目
に対してそれぞれ4 件法で答えてもらう問1 と, 自殺予
防教育に対する思いや考えを自由記述で回答を求める問
2 を設けた。 倫理的配慮と して, 自由記述の欄に, 過去
の体験等による辛い気持ちが書かれていたり, 過度に拒
否的な記述が見られたり した場合は, 臨床心理士である
大学教員による面接などのフ ォローア ップを行う こ とに





Table 2 現職と非現職のpre-post比較 4.0 
5 ] 
るために, 「イメージ」 「必要性」 「効力感」 「不安感」
のそれぞれのpre と postの得点の平均値について二要
因分散分析を行った (Table 2 ・ Figure 2)。 その結果, 
全ての項目において有意な交互作用は認められなかっ
た (F(1,63) = .089, n.s. ; F(1,58) = .153, n.s. ; F 
(1,61) = .312, n.s. ; F(1,58) = .042, n,s )。 しかし, 時
期の主効果は 「イメ ージ」 「必要性」 「効力感」 「不安
感」 のすべ てに おい て有意差が認め ら れた (
(1,63) = 71.421, 
(1,61) = 39.727, 
p<.001 
p<.001 
; F(1,58) = 20.024, p<.001 ; F 
; F(1,58) = 10.902, p<.01)。 つ
まり, 現職, 非現職と問わず, 講義後は自殺予防教育
の必要性に対する認識が高まり, 不安感が低下し, 授
業内容についてイ メ ージできるよう になり, 効力感も
高まったという こ とが確認された。 また, 現職一非現
職の主効果も 「必要性」 以外(F(1,58) = .343, n.s ) 
の 「イメージ」 「効力感」 「不安感」 において有意であ
り (F(1,63) = 9.309, p<.01 ; F(1,61) = 17.284, p<.001 ; 





問 2 の自由記述欄に書かれていた内容を用いて, 調
査 1 と同様にK J 法による分類を試みた (Table3)。 
「イメージ」 「必要性」 「効力感」 「不安感」 の4 つに分
類され, 調査 1 と同様の結果となった。 ただし, 「効
力感」 は 「授業」 に関すること, 「不安感」 は 「寝た
子を起こす」 ことに関する内容のみであり, 下位分類
はされなかった。
これら4 要素に対する肯定的 ・ 否定的な意見の数を, 
現職 ・ 非現職別, pre・ post別にまとめた (Table 4)。 
全体の合計で見ると, 「イ メ ージ」 については, pre 
ではイ メ ージできないという ネガティ ブな意見のみで
あったが, post では, ポジティ ブな意見が見られると
ともにネガティ ブな意見は1 個となり, ポジティ ブな
意見数をネガティ ブな意見数で割った値 (posi/nega) 
は5.0であった。 「必要性」 は, ポジティ ブ ・ ネガティ
ブともにpreより もpostの方が少なく なっているが, 
posi/nega を見るとpreは1.7に対 して, post は8.0と大
pre post 



















































































































































































































き く 増加していた。 
post の方がポジデイ
学校教育学研究, 2017, 第30巻
「効力感」 については, pre よリ
ブもネガティ ブも意見の数は増加
しているが, posi/negaは0.5から1.9へと増加してした。 



















問 2 の自由記述において, 「効力感」 に関するポジティ
ブな意見の数は, 現職ではpreから post で 2 個から9 個
と大きく増加し, ネガティ ブな意見は3 個から2 個に減
少している。 一方で非現職はポジティ ブな意見は0個か
ら4 個に増加してはいるものの, ネガティ ブな意見が1 
個から5 個に増加している。 これらも, 日常的に授業を
実施している現職の方が, 講義後に 「効力感」 にポジティ
ブな記述が多く なるのは当然といえよう。 一方で, 現場
経験の合どない非現職にとっては, 授業の内容を具体的
に知ることで自らの授業力に対する難しさを感じとった
ため, post にネガティ ブな意見が増えたものと思われる。
また, 「不安感」 については, pre・ post を通じて不安は
ないという ポジティ ブな意見は見られなかったが, 不安
があるという ネガティ ブな意見は大き く 減っている。
Table 3 調査2 における
「不安感」を感 じている
殆どが現職のものであり




記述があったものがpost では 2 個になってい




























「わからない(イ メ ージ)」?く 「できない(効力感)」
??





























分類 l 主な意見 
イメージ
自殺予 防教育の内容がイメージできないので; つからない 
あまり又 一, ; をイメージすることはできない 




:日 や=ユースで知ることも多くなってくるので、正しい知識として 育することが大切 
又を, 足すことになる可 生もあると考えるので;; ー、要 
効力感 
自殺はだめだという :受業しかできそうにない 
又フ 際に・ i うとした場合、やはり不安な点がある 
iをする ,の 三 二一立てがまだ一. , つからない 
不安感 
'ヌ、, ' ・= ・ :ちの弱い児童生' 走がどう受け取るか心配 
担当クラスに対 生 走がいる場合、 :又 '二 iができるか不安 
学: '交にはリストカットや 自; 遂の生 定がいる場合がある 
Table 4 現職・ 非現職別の分類別意見数のpre-post における変化
イメージ 必要性 効力感





























































































らの4 要素にポジティ ブな変化をもたらすこ とも示唆さ
れた。 つまり, この4 要素を内容に盛り込んだ研修を実
施することで, 教員の実践動機の向上が期待できると思
われる (Table 5)。 例えば, 客観的なデータで自殺の実
態と問題の深刻さを提示するなどして, 自殺予防教育の
「必要性」 に対する意識を高める。 実施するプロ グラム
の全体像や目的, 実施方法を具体的に示すことで 「イメー
ジ」 をより明確にしていく。 授業の展開例や教材の利用
方法を解説するなどして 「効力感」 を高める。 事前に配
慮を要する生徒や, 事後に様々な反応を示した生徒への
対応の仕方についてロールプレイ を交えるなどして体験
的に理解させることで 「不安感」 を軽減させる。 このよ
う な方法で4 要素を盛り込んだ研修を構成し 「自殺予防
教育事前研修プログラム」 と して構造化することが求め
られる。




り除く ことが必要であると指摘している。 また, 文部科




けでなく, これらの4 要素を柱と した研修は, 白殺予防
教育の適切な実施という側面においても妥当であろう。




修プロ グラム」 と して構造化するとともに, その研修に
よる効果の検討が課題となる。
最後に, 調査 1 にご協力いただいた県教育委貝会の指
導主事の皆様, 調査 2 にご協力いただいた兵庫教育大学
の学生の皆様に心より謝意を表する。 
Table 5 事前研修の概要の方向性 
l :例 -,:i 
イ- l 付け、能 目的の理解 (一、化 きの理解 
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